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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第１四半期連結
累計期間

第52期
第１四半期連結
累計期間

第51期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） 2,486,2291,996,9489,648,115

経常利益又は経常損失(△)（千円） 21,088 △5,025 14,684

四半期純利益又は四半期(当期)

純損失(△)（千円）
33,543 △15,939 △89,055

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
21,079 12,324△154,457

純資産額（千円） 9,121,6798,915,0388,946,066

総資産額（千円） 12,084,13011,386,41211,530,324

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期(当期)純損失金額(△)（円）
5.41 △2.57 △14.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 73.4 76.1 75.5

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第51期第１四半期連結累計期間は潜在株

式が存在しないため、第51期及び第52期第１四半期連結累計期間については、１株当たり四半期（当期）純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

４．第51期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。　

　

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災による津波によっ

て引き起こされた原発事故による電力不足や風評被害が企業の生産活動や個人消費に大きな影響を与え、加えて雇

用不安や欧州の財政危機等により円高が続いており、景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは、国内では需要の拡大が予想されるタッチパネルやアクリル・ガラス加

工品の生産体制・営業体制の整備を進め、既存取引先の掘り起こしや新規受注先の開拓による受注の拡大に取り組

んでまいりました。また、海外においては中国での営業展開の強化、生産活動の増強を図る等、業績改善に努めてま

いりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,996百万円（前年同期比80.3％）となりました。利益面に

つきましては、売上高の減少が大きく影響し、27百万円の営業損失（前年同期は４百万円の営業利益）、５百万円の

経常損失（前年同期は21百万円の経常利益）、15百万円の四半期純損失(前年同期は33百万円の四半期純利益)とな

りました。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。

①　日本

携帯電話関連の海外への生産移管や大震災による自動車メーカーの減産等が影響し、売上高は1,410百万円(前年

同期比82.3％)となり、75百万円のセグメント損失(前年同期は37百万円のセグメント利益)となりました。なお、日

本に所属する連結子会社は、三光プリンティング株式会社であります。

　

②　中国

ＡＶ機器関連ラベル等の受注量の減少により、売上高は416百万円(前年同期比67.2％)となり、31百万円のセグメ

ント利益(前年同期比224.9％)となりました。なお、中国に所属する連結子会社は、光華産業有限公司及び燦光電子

(深?)有限公司であります。

　

③　マレーシア

テレビ、携帯電話及びデジカメ関連の受注量が増加したことにより、売上高は169百万円(前年同期比112.0％)と

なり、０百万円のセグメント損失(前年同期は22百万円のセグメント損失)となりました。なお、マレーシアに所属す

る連結子会社は、サンコウサンギョウ(マレーシア)ＳＤＮ.ＢＨＤ.であります。　　

　

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3)研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,200,000

計 15,200,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末　
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月11日）

上場金融商品取引所名　
又は登録認可金融商品　
取引業協会名

内容

普通株式 7,378,800 7,378,800

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株

計 7,378,800 7,378,800 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式　　総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金　
増減額(千円)

資本準備金　
残高(千円)

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 7,378,800 － 1,850,750 － 2,272,820

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　　　①【発行済株式】

　 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　　　　　　普通株式　

1,185,700
－ －　

完全議決権株式（その他）
　　　　　　普通株式

6,189,200
61,892 －

単元未満株式
　　　　　　普通株式

3,900
－ －

発行済株式総数 7,378,800 － －

総株主の議決権 － 61,892 －

　

 

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合(％)

　三光産業株式会社
東京都渋谷区神宮前

三丁目42番６号
1,185,700 － 1,185,700 16.07

計 － 1,185,700 － 1,185,700 16.07

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,265,293 3,487,785

受取手形及び売掛金 2,854,564 2,512,072

有価証券 235,274 141,031

商品及び製品 422,638 485,785

仕掛品 132,525 143,155

原材料及び貯蔵品 256,869 308,817

その他 54,453 46,869

貸倒引当金 △4,142 △3,719

流動資産合計 7,217,476 7,121,798

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,083,982 3,108,111

減価償却累計額 △1,868,588 △1,906,222

建物及び構築物（純額） 1,215,393 1,201,888

機械装置及び運搬具 2,798,114 2,819,501

減価償却累計額 △2,131,253 △2,163,373

機械装置及び運搬具（純額） 666,861 656,127

工具、器具及び備品 168,128 166,855

減価償却累計額 △145,937 △145,135

工具、器具及び備品（純額） 22,191 21,719

土地 1,649,488 1,651,420

リース資産 6,771 6,771

減価償却累計額 △225 △564

リース資産（純額） 6,545 6,206

有形固定資産合計 3,560,480 3,537,363

無形固定資産

ソフトウエア 7,109 6,410

無形固定資産合計 7,109 6,410

投資その他の資産

長期定期預金 100,000 100,000

その他 725,075 700,353

貸倒引当金 △79,817 △79,514

投資その他の資産合計 745,258 720,839

固定資産合計 4,312,847 4,264,613

資産合計 11,530,324 11,386,412
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,545,245 1,494,182

短期借入金 53,216 51,667

未払法人税等 20,130 16,543

賞与引当金 132,000 72,026

その他 254,558 263,735

流動負債合計 2,005,150 1,898,154

固定負債

長期未払金 102,842 102,842

退職給付引当金 440,892 438,777

その他 35,372 31,599

固定負債合計 579,107 573,218

負債合計 2,584,257 2,471,373

純資産の部

株主資本

資本金 1,850,750 1,850,750

資本剰余金 2,272,820 2,272,820

利益剰余金 6,036,739 5,977,448

自己株式 △1,013,792 △1,013,792

株主資本合計 9,146,516 9,087,225

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,410 △10,731

為替換算調整勘定 △450,938 △409,617

その他の包括利益累計額合計 △439,527 △420,349

少数株主持分 239,077 248,163

純資産合計 8,946,066 8,915,038

負債純資産合計 11,530,324 11,386,412

EDINET提出書類

三光産業株式会社(E00712)

四半期報告書

 8/16



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 2,486,229 1,996,948

売上原価 2,033,938 1,596,738

売上総利益 452,290 400,209

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 188,729 187,012

賞与引当金繰入額 31,974 40,112

退職給付費用 12,188 11,535

福利厚生費 40,024 41,415

貸倒引当金繰入額 496 66

その他 174,126 147,210

販売費及び一般管理費合計 447,539 427,352

営業利益又は営業損失（△） 4,751 △27,142

営業外収益

受取利息 2,272 2,068

受取配当金 4,826 5,084

為替差益 461 3,307

受取手数料 5,274 7,496

その他 4,648 4,891

営業外収益合計 17,482 22,849

営業外費用

賃貸建物減価償却費 196 181

支払利息 858 240

その他 88 310

営業外費用合計 1,144 732

経常利益又は経常損失（△） 21,088 △5,025

特別利益

固定資産売却益 6 547

投資有価証券割当益 9,226 －

貸倒引当金戻入額 3,122 －

特別利益合計 12,356 547

特別損失

固定資産処分損 180 126

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 3,324 －

特別損失合計 3,505 126

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

29,939 △4,604

法人税、住民税及び事業税 7,275 6,852

法人税等調整額 △6,876 4,428

法人税等合計 399 11,280

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

29,540 △15,884

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4,002 54

四半期純利益又は四半期純損失（△） 33,543 △15,939
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

29,540 △15,884

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △56,506 △21,854

為替換算調整勘定 48,045 50,063

その他の包括利益合計 △8,461 28,209

四半期包括利益 21,079 12,324

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 13,123 3,238

少数株主に係る四半期包括利益 7,955 9,085
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。　

　　

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四

半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれ

んを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 67,852千円 減価償却費 60,740千円

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり　
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 61,931 10平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり　
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 43,351 7 平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント

日本 中国 マレーシア 合計

売上高     

(1）外部顧客への売上高 1,714,951620,005151,2722,486,229

(2）セグメント間の内部売上高　

又は振替高
435,15217,557 3,113 455,823

計 2,150,103637,562154,3862,942,052

セグメント利益又は損失（△） 37,891 13,913△22,368 29,436

 

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容

　　（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 29,436

セグメント間取引消去 △24,685

四半期連結損益計算書の営業利益 4,751

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

三光産業株式会社(E00712)

四半期報告書

12/16



Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　
報告セグメント

日本 中国 マレーシア 合計

売上高     

(1）外部顧客への売上高 1,410,783416,725169,4401,996,948

(2）セグメント間の内部売上高　

又は振替高
246,09436,047 880 283,022

計 1,656,878452,772170,3202,279,971

セグメント利益又は損失（△） △75,354 31,285 △848 △44,917

 

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容

　　（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △44,917

セグメント間取引消去 17,774

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △27,142

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
5円41銭 △2円57銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
33,543 △15,939

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
33,543 △15,939

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,193 6,193

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期は潜在株式が存在しないため、当第１四半

期は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月11日

三光産業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大津　素男　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　芳彦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三光産業株式会社の

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任　

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三光産業株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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